
名古屋市緑政土木局

総合評価落札方式自己評価型（試行）

の評価基準等の概要

平成30年度から緑政土木局が導入
する新たな入札方式について

平成３０年２月６日

１



本日の説明会の対象は

２

平成30年4月1日以降に公告
される緑政土木局が発注する
総合評価落札方式自己評価型
の工事です。

平成３０年３月３１日までに公告される工事は、
その公告に添付されている評価基準と手引きを
参考にして作成してください。



本日の説明会の対象の業種区分は

３

一般土木、舗装、造園、鋼構造、とび・
土工・コンクリート、屋外照明、塗装、
区画線、しゅんせつ、機械設備です。

なお、平成３０年度より区画線、しゅんせつ
及び機械設備が新たに総合評価の対象として
拡大されます。



緑政土木局発注の総合評価落札方式の主な変更点

4

◎特別簡易型 自己評価型（試行）の導入

◎簡易型 変更なし



説明の内容（１）

１．緑政土木局発注の総合評価落札方式の
評価基準等

⑴ 評価基準に基づく加算点の算出について

⑵ 技術提案等資料作成について

２．よくあるミスなどについて
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説明の内容（２）

６

加算点の算出

技術提案等資料



⑴ 評価基準に基づく加算点の算出について

入札時に自己評価点（加算点）を入力する為、
参加者は、評価基準等一覧より評価分野ごとに
採点し合計しておく必要があります。

⑵ 技術提案等資料作成について

本日は、評価基準等一覧と技術提案等資料作成
の手引きに基づき加算点の算出と落札候補者と
なった場合に提出していただく技術提案等資料
の作成について説明いたします。

７



⑴ 評価基準に基づく加算点の算出について

●評価基準等一覧における評価分野ごとの配点

①企業の施工実績 →１３点

②配置予定技術者の施工実績 → ６点

８

配点合計（自己評価点の入力） → 30点満点

③地域貢献・地域精通度 → ８点

④本市施策への貢献 → ３点



９

評価基準等一覧
お⼿元の資料
をご覧下さい



①企業の施工実績の評価基準



②配置予定技術者の施工実績の評価基準



③地域貢献・地域精通度の評価基準



④本市施策への貢献の評価基準



１0

企業の施工実績①と②の技術提案等資料

⑵ 技術提案等資料作成について

①
【様式２ｰ１】

②
【様式２ｰ2】



手引きＰ3企業の施工実績① 【様式２－１】

１１

⑴過去１５年間の同種工事の施工実績

・平成15年度から平成29年度（H15.4.1 ～ H30.3.31）
までに元請として完了した同種工事を記入

・最終契約金額５００万円以上の工事が対象で、単価契約工
事は評価対象外（下請け工事を除く）

・同種工事とは、入札公告における競争入札参加資格の施工
実績に記載されている内容が対象

・緑政土木局発注の工事は、工事成績が６５点未満は対象外
・コリンズの登録内容確認書（工事実績）の写しを添付
・コリンズの登録がない工事は、契約書の写しの提出が必要

評価基準と配点
① 本市の実績 ２点
② 国又は他の地方公共団体等の実績あり １点
③ その他 ０点



工
事
名
等

工 事 名
（コリンズ登録番号： ）

発注者名

施工場所

契約金額

工 期 平成 年 月 日 ～ 平成 年 月 日

受注形態 □単 体 □共同企業体（代表・構成員 出資比率 ％）

工
事
内
容

構 造

規 模

備
考

企 業 の 施 工 実 績 ①

（会社名 ： ）

様式２－１

１２

⽀店、営業所等まで記⼊

手引きＰ3

施⼯実績となる⼯事名を記⼊
記載⼯事名とコリンズ番号の
整合

同種⼯事として求める内容
を記⼊（コリンズ等で確認）

コリンズで同種工事が確認で
きないもの、登録がないもの
は、工事内容が確認できる設
計書、図面等写しを添付

設計書は部分的ではなく、⼯
事名から同種⼯事の内容が確
認できる部分まで⼀連として
添付



手引きＰ4～Ｐ6
企業の施工実績② 【様式２－２】

⑵過去２年間の工事成績評定点の平均点及び８０点以上、
６０点未満の実績（緑政土木局発注の同一業種に限る）

・平成28年度・平成29年度（ H28.4.1 ～ H30.3.31）に
完了した工事成績を記入

・緑政土木局発注の最終契約金額５００万円以上の同一業種
（入札公告における競争入札参加資格の業種・等級区分に
記載されている業種）のすべてが対象

評価基準と配点
① ８０点以上 ５点
② ７５点以上８０点未満 ４点
③ ７０点以上７５点未満 ２点
④ ６５点以上７０点未満又は成績なし ０点
⑤ ６５点未満 －１点
・８０点以上が２件以上ある場合は、

２件目から１件につき１点加算する
・６０点未満がある場合は、１件につき１点減点する

合計７点まで

１３



⑶過去５年間の本市の優秀工事施工業者表彰の受賞実績
・平成25年度から平成29年度に名古屋市から優秀工事施工

業者表彰されたものについて、表彰を受けた年度（工事完
了年度ではない）、工事名、授与した局名を記入
（H30年4月時点、緑政土木局と上下水道局が表彰実施）

⑷ＩＳＯ９００１の認証取得状況
・入札に参加する事業所が認証を取得している場合、その登

録番号を記入し、登録証の写しを提出 【様式6】
・有効期限が開札日より前の場合は評価しません。

評価基準と配点
① 受賞実績あり １点
② 受賞実績なし ０点

評価基準と配点
① 認証取得している １点
② 認証取得していない ０点 １４



⑸過去２年間での業務等対応業者

・平成28年度・平成29年度に緑政土木局が発注した以下の
①～⑨の単価契約及び緊急随意契約による工事・業務（災
害活動を除く）を元請として履行した実績が対象
（最大２件まで記入）

（単価契約）① 国道155号通行規制対応 ② 凍結防止剤散布
③ 防護柵修繕工事（道路緊急処理含む）
④ 移動ポンプ運転管理 ⑤ 吐き出し口点検
⑥ 排水ポンプ運転管理 ⑦ スクリーン清掃
⑧ 河川敷緑地施設撤去・復旧 ⑨ 公園休日･夜間緊急処理

（工事･業務の例）
・舗装道緊急補修工事 ・護岸･水路緊急補修工事
・死魚･油類流出事件対応 ・橋梁緊急規制対応工事･業務
・ 空洞緊急補修工事

評価基準と配点
① ２件以上の実績あり ２点
② １件の実績あり １点
③ 実績なし ０点 １５



企 業 の 施 工 実 績 ②

（会社名 ： ）

様式２－２

□該当する工事成績、表彰、ISO9001、業務等対応はいずれもない
・こちらにチェックした場合は、様式６での提出は不要。下の欄は白紙で結構です。

公告日：平成 年 月 日
開札日：平成 年 月 日

・こちらにチェックした場合は、下の欄に必要事項を記入してください。
・同日に複数案件の資料を提出する場合の他の案件、及び上記公告日と同じ年度に公告す
る他の案件においては、様式６は提出不要です。（この場合、他案件は下の「提出済み」
にチェックし、提出工事名・業種区分・公告日・開札日を記入してください。）

□提出済み
提出工事名：
業種区分： 工事 公告日：平成 年 月 日

開札日：平成 年 月 日
※提出済みの場合、下の欄は記入しないでください。

工
事
成
績

工 事 名 完了年度 評定点

業種区分 工事 合計 件 平均 点

表
彰

受賞年度 工 事 名 授与した局

ISO9001認証 認証番号 有効期限

業務等対応の実績

年度 件 名

備
考

□この案件で提出（様式６を提出）コ
コ
に
チ
ェ
ッ
ク
し
た
場
合
は
、
下
欄
に
必
要
事
項
を
記
入
す
る

１６

手引きＰ4～Ｐ6

該当する⼯事成績、表彰、
ISO9001、業務等対応のいず
れもない場合、□にチェック
（下欄の記⼊及び【様式６】
での関係資料の提出は不要）

すでに提出した【様式２ｰ２】
【様式６】を使⽤する場合、
「□提出済み」にチェックを
⼊れ、提出⼯事名とその業種
区分、公告⽇、開札⽇を記⼊

「□この案件で提出」に
チェックした場合、この欄に
公告⽇、開札⽇を記⼊した上、
各項⽬に記⼊



１７

配置予定技術者の施工実績の技術提案等資料【様式３】



手引きＰ7～Ｐ11
配置予定技術者の施工実績【様式3】

１８

●配置予定技術者について

・配置予定技術者が未定の場合、様式３の未定欄にチェック
をすれば記入が完了

・配置予定技術者の施工実績で加点する場合、契約後、本様
式で提出した技術者を確実に当該工事に配置

・技術者を変更できるのは、病休、死亡、退職等の極めて特
別の場合のみ、それ以外の理由により配置できない場合は、
違約金や施工成績の減点、指名停止などの対象

・配置予定技術者の候補を複数あげることはできますが、そ
の場合、最も加算点の低い技術者を評価対象とする。

・平成３０年度より様式３を一部変更し、会社名の下の番号
欄に技術者の通し番号を記入してください。



⑴配置予定技術者の過去１５年間の同種工事の施工実績

・平成15年度から平成29年度（H15.4.1 ～ H30.3.31）
までに元請として完了した同種工事を記入

・最終契約金額５００万円以上の工事が対象で、単価契約工
事は評価対象外（下請け工事を除く）

・従事期間が実際の施工期間の５０％未満の場合、施工実績
と評価しない（工事成績や優秀工事施工業者表彰も同様）

１９

●配置予定技術者の雇用の確認
・入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係（開札日以前に

３か月以上の雇用関係）にあることを証明できる書類（監
理技術者証又は健康保険被保険者証の写し等）を必ず添付

●法令による免許等
・当初の免許等取得年月日で記入
※雇用関係、必要な資格が確認できない場合、【様式3】の

すべての項目は評価しない。



評価基準と配点
① 本市の実績 ２点
② 国又は他の地方公共団体等の実績あり １点
③ その他 ０点

２０

・評価対象となる同種工事は

①入札公告における競争入札参加資格の技術者欄に記載が
ある場合、当該技術者欄記載の工事

②入札公告における競争入札参加資格の技術者欄に記載が
ない場合、施工実績欄記載の工事

・コリンズの登録内容の写しを添付し、登録がない工事は、
契約書や配置予定技術者がその工事に従事したことがわか
る資料の写しも添付



２１

⑵過去２年間の配置予定技術者の工事成績評定点の平均点及
び６０点未満の実績（緑政土木局発注の同一業種に限る）

・配置予定技術者が現場代理人、又は主任（監理）技術者と
して従事し、平成28年度・平成29年度（ H28.4.1 ～
H30.3.31）に完了した工事成績を記入

・緑政土木局発注の最終契約金額５００万円以上の同一業種
（入札公告における競争入札参加資格の業種・等級区分に
記載されている業種）のすべてが対象

・従事期間が５０％に満たない場合や、入札参加者以外で受
けた工事成績は評価対象外（転職前の会社の工事成績等）

評価基準と配点
① ８０点以上 ３点
② ７５点以上８０点未満 ２点
③ ７０点以上７５点未満 １点
④ ６５点以上７０点未満又は成績なし ０点
⑤ ６５点未満 －１点
・６０点未満がある場合は、１件につき１点減点する



⑶以下のいずれかに該当する実績の有無

過去５年間の配置予定技術者の本市優秀工事表彰の受賞実績
・平成25年度から平成29年度に名古屋市から優秀工事施工

業者表彰又は技術者表彰されたもので、表彰を受けた年度
（工事完了年度ではない）、工事名、授与した局名を記入
・緑政土木局における表彰は、配置予定技術者が現場代理人

又は主任（監理）技術者として従事したものを評価
・上下水道局における表彰は、技術者表彰されたものを評価

配置予定技術者の過去１年間のＣＰＤ取得実績
・平成2９年度の1年間（H29.4.1からH30.3.31まで）に

取得した単位が、建設系ＣＰＤ協議会加盟の各種団体にお
いて定める推奨基準を満たす場合に評価（手引きＰ１１）

評価基準と配点
① 優秀工事表彰の現場代理人又は主任(監理)技術者の実績あり １点

又は建設系ＣＰＤ協議会の各種団体の奨励単位以上の取得あり

② 実績なし ０点 ２２



配置予定技術者の施工実績様式３

２３

手引きＰ7～Ｐ11

様式２ー１と同じく、同種⼯
事として求める内容を記⼊
コリンズで同種工事が確認で
きないもの、登録がないもの
は、工事内容が確認できる設
計書、図面等写しを添付

設計書は部分的ではなく、⼯
事名から同種⼯事の内容が確
認できる部分まで⼀連を添付

様式２ー１と同じく、施⼯実
績となる⼯事名を記⼊記載⼯
事名とコリンズ番号の整合

配置予定技術者が未定の場合
は「□未定」にチェック
（以下の項⽬記⼊は不要）

２名以上技術者を予定してい
る場合は№を書いてください。



２４

地域貢献・地域精通度の技術提案等資料【様式４】



地域貢献・地域精通度【様式４】

２５

⑴本市内における本店の有無

評価基準と配点
① 本店あり ３点
② 本店なし ０点

手引きＰ12～Ｐ16

Ⅱ型の場合
⑴工事場所と同一区又は隣接区における本店の有無
・評価基準等一覧についてⅡ型を使用する案件の場合は、

Ⅱ型用の【様式４】を使用し、工事場所と同一区又は
隣接区における本店の有無について選択

評価基準と配点
① 同一区内に本店 あり ３点
② 隣接区内に本店 あり ２点
③ 同一区内又は隣接区に本店なし ０点



２６

隣接区一覧



２７

⑵以下のいずれかに該当する活動実績

過去３年間の本市からの依頼に基づく災害活動
過去３年間の国又は他の地方公共団体等からの依頼に基づく
本市内での災害活動

・平成2７年度から平成2９年度（ H27.4.1 ～H30.3.31）
までの本市からの依頼に基づく災害活動実績（本市域外を
含む）、国又は他の地方公共団体等からの依頼に基づく本
市内での災害活動実績について、該当する項目を選択

・災害活動実績とは、自然災害の発生時における緊急保守修
繕や通行規制業務など作業を伴うもの

・自然災害は暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波等
・単価契約での実績は、対象外
・提出書類は、①本市、国又は他の地方公共団体等からの指

示の場合、指示書の写し ② 契約書の写し 【様式６】
・作業内容のわかる書類の添付がない場合は評価しない
・金額のわかる書類の添付がない場合は３００万円未満扱い

（本市域外を含む）



２８

（活動事例）
・熊本地震に伴う復旧業務
・公園、街路樹災害緊急復旧業務
・護岸、水路、法面緊急（応急）補修業務
・通行規制対応業務
・街渠桝清掃業務
・移動ポンプ緊急運搬業務
・土のう用資材運搬業務 など

評価基準と配点
① ３００万円以上の災害活動実績あり ３点
② ３００万円未満の災害活動実績あり ２点
③ 活動実績なし ０点



２９

⑶過去３年間の本市主催の防災訓練での活動実績
・平成2７年度から平成2９年度（ H27.4.1 ～H30.3.31）
・活動実績とは、被害状況の把握、被害の拡大防止、損壊個

所の応急措置及び障害物の除去等の作業訓練に会社として
従事することであり、見学のみの参加は対象外

・実績がある場合は、訓練要領、スケジュール表、受注者か
ら参加した者がわかる名簿、写真など参加して活動した内
容が確認できる書類を添付 【様式６】

・ 本市主催の本市とは、本市の局室、区役所、学区連絡協議
会、学区区政協力委員会まで

・ 評価基準の「①２年以上の活動実績あり」とは、１年に
１回以上の活動を２年以上実施している実績があること

評価基準と配点
① ２年以上の活動実績あり ２点
② １年の活動実績あり １点
③ 活動実績なし ０点



３０

⑷過去１年間の災害協定等の締結等
・平成2９年４月1日以降の本市との災害協定等の締結
・実績は①本市との災害協定の協力会社

②本市の地域防災協力事業所の認定会社
③災害ボランティア活動用資器材の保管に関する

協定に基づく資器材の保管実績
・書類は①災害協定書や協力会社を証明する書類の写し

②地域防災協力事業所表示証交付決定通知書の写し
③災害ボランティア活動用資器材の保管に関する協

定書の写し 【様式６】
・本市との災害協定等の本市とは、本市の局室、区役所、学

区連絡協議会、学区区政協力委員会まで

評価基準と配点
① 本市との災害協定等の締結、災害ボランティア １点

資機材保管の実績、地域防災協力事業所の認定
② 実績なし ０点



３１

⑸本市内における過去１年間のボランティア活動実績の有無

・本市内において、会社として平成29年度（ H29.4.1 ～
H30.3.31）の１年間継続して行ったボランティア活動実
績について評価

・会社の協賛・寄付行為等や社員個人の活動は対象外
・継続的な活動の判断基準は、原則として２ヶ月に１回以上

の頻度で実施している場合を対象
・書類は①活動報告書（継続性を確認できる日付、活動場所、

参加者名、活動内容）
②活動範囲図（活動範囲のわかる位置図）
③活動写真（活動報告書の内容の確認できるもの）

・上記すべての書類の添付がないと評価しない 【様式６】

評価基準と配点
① 活動実績あり １点
② 活動実績なし ０点



地域貢献・地域精通度
（会社名 ： ）

様式４

３２

チェック後、次へ

本市内における本店の有無
□ 市内に本店 あり
□ 市内に本店 なし

（※毎回、必ずいずれかにチェックしてください）

□該当する災害活動、防災訓練、災害協定等及びボランティア活動はいずれもない
・こちらにチェックした場合は、下段の欄の記入及び様式６で関係資料の提出は不要です。

公告日：平成 年 月 日
開札日：平成 年 月 日

・こちらにチェックした場合は、下段の欄の該当する項目を選択してください。
・同日に複数案件の資料を提出する場合の他の案件、及び上記公告日と同じ年度に公告す
る他の案件においては、様式６は提出不要です。（この場合、他案件は下の「提出済み」
にチェックし、提出工事名・公告日・開札日を記入してください。）

□提出済み
提出工事名：

公告日：平成 年 月 日 開札日：平成 年 月 日
※提出済みの場合、下の欄は記入しないでください。

過去３年間の本市、国又は他の地方公共
団体等からの依頼に基づく災害活動実績

□ ３００万円以上の実績あり※

□ ３００万円未満の実績あり※

□ なし

過去３年間の本市主催の防災訓練での
活動実績

□ ２年以上の実績あり※

□ １年の実績あり※

□ なし

過去１年間の災害協定等の締結等 □ あり※ □ なし

本市内における過去１年間のボランティ
ア活動実績

□ あり※ □ なし

備 考

□この案件で提出（様式６を提出）
コ
コ
に
チ
ェ
ッ
ク
し
た
場
合
は
、
下
欄
の
欄
の
該
当
項
目
に
チ
ェ
ッ
ク
を
入
れ
る

□ 本入札案件の工事場所と同一区内に本店 あり
□ 本入札案件の工事場所と隣接区内に本店 あり
□ 市内に本店 あり（工事場所と同一区・隣接区内でない）

工事場所と同一区又は隣接区における本店の有無

Ⅱ型用

手引きＰ12～Ｐ16

該当する災害活動、防災訓練、
災害協定等、ボランティア活
動がない場合、□にチェック
（下欄の記⼊及び【様式６】
での関係資料の提出は不要）

すでに提出した【様式４】
【様式６】を使⽤する場合、
「□提出済み」にチェックを
⼊れ、提出⼯事名とその公告
⽇、開札⽇を記⼊

「□この案件で提出」に
チェックした場合、この欄に
公告⽇、開札⽇を記⼊した上、
該当項⽬選択



３３

本市施策への貢献の技術提案等資料【様式５】



本市施策への貢献【様式５】

３４

⑴環境配慮の取組み
・ＩＳＯ１４００１の認証は、事業所が本市内に所在し認証

を得している場合が評価対象で、登録番号及び有効期限を
記入し、登録証の写しを添付 【様式6】

・有効期限が開札日より前の場合は評価しません
・エコ事業所の認定は、事業所が「名古屋市エコ事業所」に

認定されている場合が評価対象で、認定番号及び有効期限
を記入（添付資料不要）し、年度途中に有効期限切れに伴
う認定の更新を行った場合、再度の提出は必要なし

・有効期限が開札日より前の場合は評価しません

評価基準と配点
① 本市内所在の事業所でＩＳＯ１４００１の認証を取得 １点

している者又は本市エコ事業所に認定されている者

② 認定なし ０点

手引きＰ17～Ｐ19



３５

⑵障害者の雇用状況
・本市の「障害者雇用企業」又は「障害者雇用促進企業」に

認定の場合、現在有効な認定日を記入（添付資料不要）
・開札日と同じ年度内の認定日が有効な認定日

評価基準と配点
① 本市の障害者雇用促進企業に認定されている者 １点
② 本市の障害者雇用企業に認定されている者 0.5点
③ 認定なし ０点

⑶子育て支援の取組み
・本市の「子育て支援企業」に認定されている場合、その認

定番号及び有効期限を記入（添付資料不要）
・有効期限が開札日より前の場合は評価しません

評価基準と配点
① 本市の子育て支援企業に認定されている者 １点
② 認定なし ０点



本市施策への貢献
（会社名 ： ）

様式５

３６

□該当する環境配慮の取組、障害者の雇用状況、子育て支援の取組はない
・こちらにチェックした場合は、下の欄の記入及び様式６で関係資料の提出は不要です。

公告日：平成 年 月 日
開札日：平成 年 月 日

・こちらにチェックした場合は、下の欄に記入してください。
・同日に複数案件の資料を提出する場合の他の案件、及び上記公告日と同じ年度に公告

する他の案件においては、様式６は提出不要です。（この場合、他案件は下の「提出済
み」にチェックし、提出工事名・公告日・開札日を記入してください。）

□提出済み
提出工事名：

公告日：平成 年 月 日 開札日：平成 年 月 日
※提出済みの場合、下の欄は記入しないでください。

環境配慮
の取組み

「ISO14001」の認証
登録番号

有効期限

「名古屋市エコ事業所」
の認定

認定番号

有効期限

障害者の
雇用状況

「障害者雇用企業等」の認定

認定種類
□ 障害者雇用促進企業
□ 障害者雇用企業

現在有効な

認 定 日

子育て支
援の取組

「子育て支援企業」の認定
認定番号

有効期限

備 考

□この案件で提出（様式６を提出）コ
コ
に
チ
ェ
ッ
ク
し
た
場
合
は
、
下
欄
に
必
要
事
項
を
記
入
す
る

該当する環境配慮の取組、障
害者の雇⽤状況、⼦育て⽀援
の取組がない場合、
□にチェック
（下欄の記⼊及び【様式６】
での関係資料の提出は不要）

すでに提出した【様式５】
【様式６】を使⽤する場合、
「□提出済み」にチェックを
⼊れ、提出⼯事名とその公告
⽇、開札⽇を記⼊

「□この案件で提出」に
チェックした場合、この欄に
公告⽇、開札⽇を記⼊した上、
各項⽬に記⼊

手引きＰ17～Ｐ19



【様式６】について

３７

●様式２－２ 企業の施工実績②
→ ISO9001

●様式４ 地域貢献・地域精通度
→ 災害活動、防災訓練、災害協定等、ボランティア

●様式５ 本市施策への貢献
→ 環境配慮のうちISO14001

について、提出する資料に関連する様式欄にチェックを
入れ資料を添付して提出

・平成30年4月1日以降に入札公告した緑政土木局の案件
で提出した【様式６】は、一度提出すれば、平成30年度
に公告される他の案件で「提出済み」で利用できる

・以前に提出した様式類でＩＳＯ期限切れの更新、資料の
追加や修正等がある場合は、すべてを再度提出する必要
はないが、様式６に該当する資料をつけて再度提出する

手引きＰ20～Ｐ21



３８

様式６ 手引きＰ20～Ｐ21

＜⽇付＞ 提出⽇を記⼊
（提出の締切⽇に注意）

＜所在地等＞
⼊札に参加する会社を記⼊
商号⼜は名称は「〜⽀店」
「〜営業所」等まで記⼊
（印漏れに注意）

＜⼯事名＞
【様式２－２】【様式４】
【様式５】の上欄で、
「□この案件で提出」に
チェックを⼊れた案件と同
じ⼯事名か注意して記⼊

関連する様式欄にチェック
を⼊れ資料を添付して提出



３９

様式１ 手引きＰ２

＜⽇付＞ 提出⽇を記⼊
（提出の締切⽇に注意）

＜所在地等＞
⼊札に参加する会社を記⼊
商号⼜は名称は「〜⽀店」
「〜営業所」等まで記⼊
（印漏れに注意）

＜⼯事名＞
⼊札に参加する案件の名称
を正確に記⼊

＜連絡担当者＞
提出した資料の内容に関す
る連絡先及び担当者を記⼊



２．よくあるミスなどについて

・私どもが技術提案等資料を審査して加算点を
配点する業務を行う中で、よくあるミスなど
について説明いたします。

・提出資料の中には、単純な記載ミス、必要な
資料の添付忘れなどにより、本来得られるべ
きの総合評価の加算点を失っている例が少な
くありません。自己採点時や資料作成時にお
いては、十分に注意してください。



企業の施工実績①【様式2－1】に関して

⑴コリンズで同種工事の実績が確認できない事例が
あります。

・施工実績として、二つの条件を求めている場合に、一つの
実績のみの内容記載とコリンズの添付があり、二つの実績
が確認できない。

・面積など数量を求める場合、その数量を満足してない工事
内容の記載とコリンズの添付がある。又は、満足した工事
内容記載はあるが、コリンズで確認できない。

・入札公告の施工実績欄を十分確認して、必要なコリンズの
添付と、確認できない場合は、設計書や図面の写しなどの
確認できる資料を添付して下さい。

手引きＰ3



企業の施工実績②【様式2－2】に関して

⑵工事成績評定点の平均点算出時の注意事項です。

・対象業種に注意してください。

・過去２年間に完了した緑政土木局発注の最終契約金額が
５００万円以上の同一業種のすべての工事が対象で、漏れ
がないよう平均点の算出をしてください。

・複数の工事実績の場合、平均点の算出時、小数点第２位は
四捨五入ではなく、切り捨てで、有効の小数点第１位まで
記載してください。

⑶本市の優秀工事施工業者表彰の注意事項です。

・表彰を受けた年度は、工事完了年度ではなく完了の翌年度
のため、平成２９年度完了工事は平成３０年度表彰となり、
配点の対象ではありません。

手引きＰ5･P6



⑷ＩＳＯ９００１の認証取得の記載時は下記の事項
に注意してください。

・ＩＳＯ９００１の有効期限が開札日までに切れている場合
は、更新の事実のわかる資料（更新後の登録証の写し等）
を様式６で再度提出して下さい。

・開札日に有効でないＩＳＯ９００１は評価しません。

・更新手続きはしているが、登録証がまだ会社に届いていな
い場合は、更新手続き中で登録証が発行されることが証明
できるものを資料として様式６で提出して下さい。

※様式５のＩＳＯ１４００１の認証取得の記載も同様です。

手引きＰ６



配置予定技術者の配置に関して

●配置予定技術者を評価対象とする場合は、契約後、配置予
定技術者が確実に配置できることを確認してください。

●雇用関係を証明する書類（監理技術者資格者証又は健康保
険被保険者証の写し等）の添付がない場合、配置予定技術
者の施工実績のすべての加点が評価できません。

●雇用関係を証明する書類が添付されても雇用関係が確認で
きない場合があります。

・健康保険証の添付で雇用関係の確認を行う場合、資格取得
年月日と開札日の間が３か月以上であることが必要です。

・監理技術者証のみ添付で雇用関係の確認を行う場合、交付
年月日が開札日以前３か月以上であることが必要です。

手引きＰ7～Ｐ9



配置予定技術者の施工実績【様式３】に関して

⑴企業の施工実績と同様に、コリンズで同種工事の
実績が確認できない事例があります。

・コリンズ記載の従事期間が、実際の施工期間の５０％未満
の場合は評価できないので注意してください。

・入札公告の施工実績欄を確認して、必要なコリンズの添付
と、コリンズだけでは工事内容が確認できない場合は、設
計書や図面の写しなどの確認できる資料も添付して下さい。

⑵配置予定技術者の工事成績評定点の平均点算出時
には企業の施工実績②と同様に注意してください。

・対象業種や対象金額などに注意し、入札参加者以外（転職
前の会社）で受けた工事成績は評価対象外です。

手引きＰ10



⑶配置予定技術者の過去１年間のＣＰＤ取得の証明
書について実績が確認できない事例があります。

・ＣＰＤ取得証明書の証明期間の記載が、年度始めの４月か
ら３月ではなく、１月から１２月までの１年の証明書が添
付された事例があります。
この場合は、１月から３月は対象年度から外れ、１年間の
継続学習が確認できないので加点の対象となりません。

手引きＰ11



地域貢献・地域精通度【様式４】に関して

⑴Ⅱ型の【様式４】 はⅡ型用を使用してください。

・通常の【様式４】では自己評価する加点が変わりますので、
入札公告の実施方法に注意してください。

⑵災害活動実績について下記に注意してください。

・災害活動実績とは、自然災害の発生時の緊急的な作業を伴
うもので、災害予防のため、事前に対処する凍結防止剤の
散布を実施した実績は、加点対象となりません。

なお、緊急で凍結防止剤の散布をした場合は、企業の施工
実績として業務等対応業者で加点対象となります。

・国又は他の地方公共団体等からの依頼で、本市内ではなく
市外の災害活動実績は、加点対象となりません。

手引きＰ13～Ｐ15



⑶本市主催の防災訓練での活動実績がわかる資料を
確実に添付してください。

・活動は個人ではなく、会社として従事（作業参加）するこ
とで、見学のみの参加は対象外です。

・訓練要領、スケジュール表、受注者からの参加した者がわ
かる名簿（会社名・氏名）、写真など活動内容が確認でき
る書類がないと確認できません。

⑷過去１年間の災害協定等の締結等のわかる書類の
写しの提出をお願いします。

・様式４に記載したが、書類の添付忘れの事例があります。

手引きＰ1５～Ｐ1６



⑸ボランティア活動実績の資料提出の注意事項です。

・活動実績は、２９年度１年間の継続で、原則として２か月
に１回以上の頻度で、年６回以上行ったことがわかる資料
を提出して下さい。６回未満の場合は、評価できません。

・書類としては①活動報告書、②活動範囲図、③活動写真の
３点がすべて添付されてないと評価できません。

・団体で行っているボランティア活動は、名簿の提出は、落
札候補者が属していることがわかる班の名簿を提出して下
さい。全ての班の名簿を提出する必要はありません。

手引きＰ1６



本市施策への貢献【様式５】に関して

⑴ＩＳＯ１４００１の認証取得の記載時は、企業の
施工実績のＩＳＯ９００１と同様に有効期限、開
札日、更新手続きに注意してください。

⑵障害者の雇用状況の認定日と⑶子育て支援の取組
みの有効期限に注意してください。

その他全般に関して

・色分けで説明の必要がある場合以外は、カラーコピーで資料
を提出する必要はありません。両面コピーは可です。

手引きＰ18～Ｐ19



４０

本日の総合評価落札方式自己評価型(試行)

の評価基準等の概要説明で、ご不明な点など

ございましたら、技術指導課までご連絡くだ

さい。

平成30年度の新しい手引きは、作成しだ
いホームページ（ＰＰＩ）に掲載します。

以上で説明を終わります。

ありがとうございました。


